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１ 前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項 該当なし

（２）監査意見 該当なし

（３）決算監査意見 該当なし

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 該当なし

３ 組織及び業務調べ

課 名 係 ( 担 当 ) 名 課 の 主 な 所 掌 事 務

特別支援教育課 総務担当 ○予算、決算に関すること。
○特別支援学校児童生徒の通学支援に関すること。
○特別支援学校免許状の授与等に関すること。

○公立の特別支援学校及び特別支援学級の幼児、児童及び生徒

の就学奨励に関すること。

管理担当 ○県立特別支援学校の設置、廃止及び管理の指導に関すること。

○県立特別支援学校の教職員の定数及び任免その他の人事に関す

ること。

○県立特別支援学校の教職員の組織する職員団体に関すること。

○特別支援学校教職員の給与、手当、服務等に関すること。

指導担当 ○公立の特別支援学校の教育課程、学習指導、生徒指導及び職業

指導に関すること。

○公立の特別支援学校の教科用図書及び教材の取扱いに関するこ

と。

○幼稚園、小学校、中学校、高等学校における特別支援教育体制

の整備に関すること。

○免許法認定講習開催に関すること。

企画担当 ○鳥取県教育審議会（特別支援教育部会）答申のフォローアップ

に関すること。

４ 職員の定員、現員調べ

事務職員 技術職員 現業職員 計
種 別 備 考

区 分 28.4.1 27.4.1 28.4.1 27.4.1 28.4.1 27.4.1 28.4.1 27.4.1

現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在

定 員 １１ １０ １１ １０

現 員 １１ １０ １１ １０

過不足(△) ０ ０ ０ ０

臨 時 職 員

非常勤職員 ０ ０ ０ ０

５ 役付職員の調べ （平成２８月８月１日現在）

職 名 氏 名 在 職 期 間 備 考
年 月

参事監兼課長 足立 一穂 ０ ４

課 長 補 佐 渡邉 隆宏 ２ ４



６ 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

１ 発達障がい児童 ア 目的及び事業の実施状況

生徒支援事業 （ア）目的

小中学校の通常の学級に在籍する発達障がいの児童生徒への教育的支援を行

決算額 う。

9,810千円 （イ）事業の実施状況

教員の専門性の向上を図るとともに、福祉・医療・教育が連携し、一貫した

（財源内訳） 支援体制整備を行った。

国庫 項 目 内 容

8,036千円 発達障がい者支援セン 福祉と教育の連携を強化するために、教員を１名派

一般財源 ターへの教員の派遣 遣。県内の様々なケースの支援会議に参加し、指導

1,774千円 助言を行った。

発達障がい教育拠点 発達障がいのある児童生徒を対象とした通級による

○将来ビジョン （白兎・倉吉・県立米 指導を実施した。

Ⅵ 育む 子養護学校）における 利用者

(2)「人財・鳥取」 通級による指導 白 兎 養 護 学 校：小学生５名・中学生０名

の推進 倉 吉 養 護 学 校：小学生９名・中学生８名

県立米子養護学校：小学生１２名・中学生５名

（幼児と高校生については、教育相談対応）

また、発達障がい教育拠点として、特に各圏域の学

校への指導、支援にあたった。

＊ＬＤ等専門員研修派 小中学校の教員を大学に派遣し、ＬＤ等の障がいの

遣 ある児童生徒への専門的指導法等の知識を持った教

員を２名養成した。

教育相談等研修派遣 特別支援学校の教員を大学に派遣し、発達障がい等

の児童生徒の対応や相談指導にあたる教員を３名養

成した。

ＬＤ等専門員の配置 専門研修を受けた教員を小中学校等に12名配置し、

発達障がいのある児童生徒への支援にあたった。

ＬＤ等非常勤講師の配 ＬＤ等により、特別な支援が必要な児童生徒が在籍

置 し、学級経営上困難を極めている小中学校の通常の

（小中学校課事業） 学級に非常勤講師を延べ３３名配置した。

小中学校における＊通 ＬＤ等発達障がいの児童を対象とした通級指導教室

級指導教室の設置 を２２校に設置し、児童及び保護者の指導・支援に

（小中学校課事業） あたった。

高等学校における支援 校内委員会の充実に向けた理解啓発、校内研修会実

体制整備 施や関係機関との連携に係る助言等を行うととも

（高等学校課事業） に、高等学校課事業の「自己理解・他者理解アプロ

ーチ事業」への協力等を行った。

特別支援教育連絡会の 東・中・西部地区の各圏域の特別支援教育支援体制

開催 のシステムをより機能させるために、ＬＤ等専門員

や特別支援教育コーディネーター等の専門性を有す

る教育関係者による「特別支援教育連絡会」を開催

し、一層の特別支援教育支援体制の充実を図った。

「個別の教育支援計 「改訂版 本人・保護者・学校等のための個別の教

画｣等の作成・活用の 育支援計画作成・活用マニュアル」を小中高等学校

啓発 へ配布し、研修会やＬＤ等専門員の相談活動等の機

会を通して、作成・活用の理解啓発を進めた。



事 業 名 概 要

(２ 発達障がい児童 早期発見・早期支援体 早期発見・早期支援の充実を図り、よりよい就学に

生徒支援事業) 制整備の啓発 つなげるため、幼稚園（保育所）における園内体制

の整備について、国公立園長会や市町村担当者連絡

会に参加し、理解啓発を進めた。

発達障がいの可能性の 鳥取市・倉吉市を推進地域に指定し、発達障がい支

ある児童生徒の早期支 援アドバイザーを配置し、鳥取大学方式及び多層指

援研究事業 導モデルＭＩＭを活用して、読み書きの困難さを早

期に発見するとともに、通常の学級における指導方

法の改善や個別の指導・支援の充実を進めた。

発達障がい理解推進拠 鳥取市・湯梨浜町・米子市を推進地域に指定し、各

点事業 教職員の専門性向上や保護者等への理解啓発のため

の研修会等を実施した。

＊ＬＤ等専門員：ＬＤ（学習障がい）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障がい）、高機能自閉症等の発達

障がいのある児童生徒等への支援について巡回相談や依頼相談を行う他、研修会の講師等を行ってい

る。

＊通級指導教室：障がいの状態がそれぞれ異なる個々の児童生徒に、個別指導を中心とした特別の指

導をきめ細やかに、弾力的に提供する「通級による指導」をする教室のこと。障がいによる学習上又

は生活上の困難を克服・改善することを目的に、週に数単位時間程度行う。

イ 平成２７年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

発達障がいに関する教職員の専門性向上を進めるため、文部科学省の委託事

業を活用し、推進地域を拡充し、小学校の低学年におけるひらがなの読み書き

の指導・支援の充実や教職員や保護者への研修会等を行った。

一貫した指導・支援の充実を図るために、個別の教育支援計画等の作成・活

用を進めるために、「改訂版本人・保護者・学校等のための個別の教育支援計

画作成・活用マニュアル」を配布し、機会を捉えて理解啓発を行った。

学校の支援体制の充実を図るために、ＬＤ等専門員の巡回相談において「校

内委員会の充実」を重点事項として助言等を行った。

ウ 成 果

・校内委員会を年３回以上開催する学校が増え、校内支援体制整備が進んできて

いる。

・文部科学省の委託事業の活用により、通常の学級における授業改善や個別の指

導・支援の工夫を行い、低学年におけるひらがな読みの困難さの軽減への取組

を進めた。

・個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成者数が増加し、校種間の引継ぎに

おいて活用する件数が増加した。

区 分 小学校 中学校 県立高等学校 算出方法
作 成 学 校 数

Ｈ27.9.1現在 95.9％ 100％ 80％ 該当児童生徒が
いる学校数

エ 課 題

特別支援教育に関わる校内体制整備が充実してきているが、発達障がいに関

する基礎的な知識・技能、児童生徒等の生活上、学習上の困難さに対する早期

発見・早期支援に ついての学校間・教職員間の差がある。校内研修会の活性

化とともに、校内支 援体制構築の要である管理職や特別支援教育主任の専門

性を高め、意識向上に 向けた継続的な取組が必要である。

学習面や行動面での困難さを改善・克服する学びの場である通級指導教室の

さらなる増設や自立活動及び在籍校との連携を活かした指導・支援の専門性の



(３ 発達障がい児童 向上が課題である。

生徒支援事業) 児童生徒の実態を把握し、指導・支援目標を明確にしながら適切な指導や必

要な支援を行っていくためのツールとして、個別の指導計画や個別の教育支援

計画を効果的に活用できていない状況があり、研修会等の機会を捉えた理解啓

発や情報提供が必要である。

ＬＤ等専門員や通級指導教室の配置の在り方について検討が必要である。

また、個別の教育支援計画の作成・活用を進めるために、地域内において関

係部局との連携を深めるともに、地域内の理解啓発を進める必要がある。

事 業 名 概 要

２ 特別支援学校就 ア 目的及び事業の実施状況

労促進事業 （ア）目的

特別支援学校生徒の「働きたい」という願いや夢を実現し、企業等への就労を

決算額 促進する。

15,816千円

（イ）事業の実施状況

（財源内訳） 特別支援学校卒業生の就労を促進し、進路指導の充実を図った。

国庫 （１）キャリア教育推進検討会の開催

3,264千円 年１回開催

一般財源 （２）特別支援学校進路担当者情報共有会の開催

12,552千円 年６回開催

（３）就労サポーターの配置

○将来ビジョン 卒業生の就労促進及び実習受入れ等に係る職場開拓、作業学習等への助

Ⅵ 育む 言等を行った。

(2)「人財・鳥取」 （配置校：白兎養護学校、倉吉養護学校、県立米子養護学校、

の推進 琴の浦高等特別支援学校）

（４）特別支援学校教員６名をジョブコーチセミナー（JC-NET主催）に派遣。

（５）就労促進セミナーの開催

東部地区 中部地区 西部地区

７月９日（木） ６月４日（木） ９月１４日（月）

主幹：白兎養護学校 主幹：琴の浦高等特別支援学校 主幹：米子養護学校

東部地区 中部地区 西部地区

事業所 ３５名（２８社） ５４名（３６社） ４４名（３２社）

関係機関 ２５名 ４４名 ２１名

保護者 ２７名 ４７名 ５６名

その他 １５２名 ８名 ６３名

合計 ２３９名 １５３名 １８４名

イ 平成２７年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

平成27年度より、鳥取労働局主催の「障がい者雇用を推進するプロジェクト

リーダー会議」に出席し連携を深めた。

キャリア教育の推進のために、学校関係者の対象を拡げ、より学校の系統的

な指導の充実につながるようにした。

ウ 成 果

27年度の卒業者は前年度の卒業者と比較し、就職者数、就職率、希望者就職

者率ともに向上した。

就職者 就職率 希望者就職率

H26 H27 H26 H27 H26 H27

48人 61人 38.1% 46.9% 77．4% 85.9%



(２ 特別支援学校 エ 課 題

就労促進事業) 自立と社会参加を目指し、生徒の自己理解やコミュニケーション能力の向上

に向けた取組を充実していく必要がある。

生徒の障がい特性や良さについて、企業への理解・啓発を進めていく必要性

がある。

離職を起こさないための定着支援と関係機関との連携強化が必要である。

事 業 名 概 要

３ 特別支援学校児 ア 目的及び事業の実施状況

童生徒支援事業 （ア）目的

遠距離地域から県立特別支援学校へ通学する児童、生徒の通学の安全確保及

決算額 び保護者の負担軽減を図るため、通学支援員の配置や、通学バスを運行する市

18,265千円 町村へ助成する。

（財源内訳） （イ）事業の実施状況

一般財源 （１）県立特別支援学校の児童生徒が将来的な社会自立を目指すため、日常生活

18,265千円 において身近に体験できる通学の場を活用し、自力で公共交通機関を利用し

て通学できる力を養うよう「鳥取県立特別支援学校自立支援員設置事業実施

要綱」に定める資格を有する自立支援員により、通学の案内、誘導、見守り

○将来ビジョン 等を行った。

Ⅵ 育む ＜外部委託＞白兎養護学校 自立支援児童生徒数 １人（中学部）

（委託先 (株)鳥取介護サービス）

(2)「人財・鳥取」 倉吉養護学校 自立支援児童生徒数 １人（高等部）

の推進 （委託先 (有)ピースフルケア）

（委託先 (社)琴浦町社会福祉協議会）

米子養護学校 自立支援児童生徒数 １人（高等部）

（委託先 (福)あしーど）

（２）遠隔地から県立特別支援学校に就学している児童生徒で、通学バスや公共

交通機関などによる通学が困難な児童生徒を対象に、自動車を使用した通学

のための送迎を行った市町村に対して助成を行った。

交付先 通学支援児童生徒数

智頭町 ３人（鳥取養護学校、白兎養護学校）

八頭町 １人（白兎養護学校）

湯梨浜町 ４人（倉吉養護学校）

北栄町 ２人（倉吉養護学校）

琴浦町 １人（倉吉養護学校）

南部町 ５人（米子養護学校）

江府町 ３人（皆生養護学校、米子養護学校）

日野町 １人（米子養護学校）

（３）外部委員を加えた「鳥取県特別支援学校通学支援検討委員会」を設置し、

個々の児童生徒等の実態に応じた通学支援の方法や、今後の体制整備等につ

いて検討した。

・鳥取県特別支援学校通学支援検討委員会の開催

白兎養護学校 １回

倉吉養護学校 ２回

米子養護学校 １回

イ 平成２７年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

鳥取県附属機関条例に基づき「鳥取県特別支援学校通学支援検討委員会」を

設置した。また、各学校に部会を置き、部会単位で通学支援の協議・検討を行

うようにした。

保護者や関係機関等と連携し、児童生徒の実態に応じた通学の支援方法の決

定や支援体制の構築を図るため、通学保障と自立支援の二つの目標を掲げた

「鳥取県立特別支援学校における通学支援実施要領」を定めた。



ウ 成 果

自立支援員による通学支援等を実施したことにより、高等部の生徒１名が、

全区間を公共交通機関を利用し自立通学できるようになった。

通学支援員と学校が密に連携し、生徒を指導することにより、通学時のマナ

ーの向上やルールの遵守の意識を深めることができ、通学時の生徒の行動によ

い変化をもたらすことができた。

エ 課 題

自力での通学が可能と判断された児童生徒について、自立支援員数の不足に

より、すべての児童生徒に配置できていないことから、実施要綱の見直しが必

要と考える。

保護者の自家用車での送迎による児童生徒があるため、保護者の完全な負担

軽減となっていないことから、通学支援バスの新設や増便を市町村、関係機関

等へ依頼する必要がある。

事 業 名 概 要

４ 学校交流等によ ア 目的及び事業の実施状況

る障がい者スポ （ア）目的

ーツ振興事業 特別支援学校と小学校・中学校・高等学校との学校間交流を通して、障がい

のある子どもとない子どもが障がい者スポーツの楽しさをともに味わうことに

決算額 より、障がい者の社会参加や障がいに対する理解を深めるとともに障がい者ス

269千円 ポーツの振興を図る。

（財源内訳）

国庫 （イ）事業の実施状況

269千円 （１）県立鳥取盲学校

実施種目：ゴールボール（スポーツ体験＋トップアスリート交流）

中学校との交流でゴールボールのルールの学習と練習（4回）

○将来ビジョン 中学校との交流でトップ選手を招いてのゲーム交流（1回）

Ⅵ 育む （２）県立倉吉養護学校

(2)「人財・鳥取」 実施種目：ボッチャ（スポーツ体験）

の推進 指導員派遣によるボッチャの指導（小学部、高等部各1回）

小学校、高等学校との交流でボッチャを実施（各1回、計2回）

（３）県立鳥取聾学校ひまわり分校

実施種目：フライングディスク（スポーツ体験）

小学校との交流学習でフライングディスクを実施（1回）

イ 平成２７年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

なし。（新規事業）

ウ 成 果

障がい者スポーツを取り入れた交流及び共同学習を推進したことで、特別支

援学校児童生徒と小中高等学校児童生徒の距離が縮まりやすく、活動への参加

がしやすくなった。また、障がいのあるなしにかかわらず、障がい者スポーツ

を通じてお互いを認め合うことで、自己肯定感や次への活動の意欲にもつなが

っている。

エ 課 題

特別支援学校運動・スポーツ推進協議会において本事業の成果を報告してき

たが、更に障がいのある人の社会参加や障がいに対する理解啓発を進める必要

性がある。



事 業 名 概 要

５ 特別支援教育に ア 目的及び事業の実施状況

おける授業力向 （ア）目的

上事業 対象教員が講師から実態把握及び授業づくりについて指導を受けながら、

テーマに基づいた授業実践を行い、専門性を磨くことで、特別支援学校の専

決算額 門性向上及び総合的な指導力向上を目指し、将来の鳥取県特別支援教育の推

6,911千円 進役となる人材を育成する。

（財源内訳）

一般財源

6,911千円 （イ）事業の実施状況

対象教員が授業実践を持ち寄る実践検討会を４回実施。講師の講義によ

り、更に深い視点で子どもの実態を理解し、授業を改善することにつながっ

○将来ビジョン た。

Ⅵ 育む 第１回 ５月１１日（月） 会場：鳥取県立福祉人材研修センター
(2)「人財・鳥取」 第２回 ８月２４日（月） 会場：鳥取県庁議会棟
の推進 第３回 １２月 ８日（火） 会場：鳥取県教育センター

第４回 ２月１５日（月） 会場：鳥取県教育センター

イ 平成２７年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

なし。（新規所業）

ウ 成 果

全県立特別支援学校から１７名の教員が参加し、自立活動の教育実践を行

い、回を重ねるごとに発達的な視点の理解が深まり、一人一人の実態に応じた

授業力の向上につながった。対象教員の専門性が向上するとともに、授業実践

の対象である児童生徒にも発達的な変容が見られ、確かな成長につながってき

た。

エ 課 題

授業力向上に事業において効果のあった内容や身につけた専門性について、

校内外へ効果的に情報提供し理解啓発を推進する取組が必要である。



７ 決算調書

（総括表）
一般会計 （単位：円）

予 算 現 額 決算額の内訳
区 科 目 継続費及び 予 備 費 決算額 翌 年 度 差引増減額 備 考

当初予算額 補正予算額 繰越事業費 支出及び 計 本 庁 出納機関 繰 越 額
分 繰 越 額 流用増減 Ａ Ｂ Ｃ Ａ-Ｂ-Ｃ

教育振興費 459,467,000 △66,886,000 0 0 392,581,000 345,282,560 56,895,384 288,387,176 0 47,298,440
歳

特 別 支 援 31,320,000 △1,702,000 0 0 29,618,000 20,411,576 10,578,036 9,833,540 0 9,206,424
出 学 校 費

合 計 490,787,000 △68,588,000 0 0 422,199,000 365,694,136 67,473,420 298,220,716 0 56,504,864

教育手数料 0 0 0 0 0 10,240 0 △10,240

教 育 費 47,304,000 △10,996,000 0 0 36,308,000 32,825,197 0 3,482,803
国庫負担金

教 育 費 28,160,000 △7,929,000 0 0 20,231,000 19,589,000 0 642,000
歳 国庫補助金

教 育 費 33,199,000 △6,638,000 0 0 26,561,000 24,759,033 0 1,801,967
委 託 金

物 品 売 払 0 0 0 0 0 54,095 0 △54,095
収 入

と っ と り
入 さ さ え 愛 34,148,000 △1,702,000 0 0 32,446,000 23,021,449 0 9,424,551

基金繰入金

雑 入 3,304,000 △11,000 0 0 3,293,000 1,858,058 0 1,434,942

合 計 146,115,000 △27,276,000 0 0 118,839,000 102,117,072 0 16,721,928



８ 事業別実施状況調べ （単位：円）

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果

地域で進める特別 21,601,000 13,920,197 0 7,680,803 鳥取市に早期支援コーディネーターを

支援教育充実事業 配置し、就学前からの一貫した支援体

制の構築を図った。

特別支援学校に配置した学校看護師

が、日吉津村と南部町を巡回し、医療

的ケアを必要とする児童生徒への対応

支援を行った。

県内の特別支援学校3校に専門家（PT・

ST・OT）を配置し、センター的機能の

向上に努めた。

白兎養護学校…鳥取市医療看護専門

学校

倉吉養護学校…野島病院、清水病院

県立米子養護学校…養和病院

全県…陽なた

島根県と広域ネットワークを構築し、

少数の教育支援分野（視覚、聴覚、病

弱・身体虚弱教育）の専門性向上に取

り組んだ。

特別支援教育総合 4,347,000 3,349,000 0 998,000 推進地域に地域支援コーディネータを

推進事業 配置し、保護者や幼稚園・保育所、学

校等を含む関係機関との連絡調整や教

育相談、校内（園内）支援体制整備等

地域内の実態に応じた体制整備の充実

を図った。

推進地域：智頭町、琴浦町、境港市、

南部町

県版特別支援学校 2,857,000 1,491,971 0 1,365,029 特別支援学校に在籍する生徒が身に付

技能検定実施事業 けた知識、技能、態度等を、一定の基

準により評価し、認定する「鳥取県特

別支援学校技能検定」を実施した。

特別支援学校生徒３８名が参加し、級

の認定を受けた。

通学バス運行管理 167,959,000 165,377,698 0 2,581,302 養護学校における児童生徒の通学の安

委託事業 全確保及び保護者の負担軽減に努め

た。

５校 19路線

乗車人数 303人

特別支援学校早朝 1,641,000 969,020 0 671,980 早く登校した児童生徒に対し、学校受

子ども教室モデル 入時刻までの間、ＰＴＡやボランティ

事業 ア団体が学校内の教室を利用し、自立

活動等の支援を行った。

鳥取養護学校 204日/年

倉吉養護学校 189日/年



事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果

就学奨励費 102,177,000 84,603,587 0 17,573,413 特別支援学校へ就学する幼児、児童、

生徒の保護者の経済的負担を軽減する

ため、就学に対する助成を行った。

・補助対象経費：教科用図書購入費、

学校給食費、通学費、修学旅行費、

学用品購入費等（助成者数720人）

特別支援学校災害 1,563,000 714,160 0 848,840 特別支援学校のうち医療的ケアを実施

備蓄整備事業 している学校へ、災害時に必要なイン

バータ発電機を整備した。

・鳥取養護学校、倉吉養護学校、皆生

養護学校 各校２台

特別支援学校スク 975,000 0 0 975,000 児童生徒のおかれた様々な環境に働き

ールソーシャルワ かけ支援を行うスクールソーシャルワ

ーカー配置事業 ーカーを配置し、教育相談体制の充実

を図る計画であったが、Ｈ２７は実績

なし。

心の育み支援事業 420,000 278,000 0 142,000 いじめや不登校などの問題行動の予防

と対策に県内特別支援学校８校でHyper

-QUを年２回ずつ実施した。

特別支援教育振興 12,529,000 11,132,360 0 1,396,640

費 就学支援委員会を開催し、障がいのある児童生徒の適切な就学

の推進を図った。また、特別支援学校教諭免許の取得に向け、

免許法認定講習を開催し、教員の資質向上を図った。

（１）就学支援委員会の開催

年3回開催（11月５日、12月24日、１月21日）

委員（15名）：医師、学識経験者、児童福祉施設等職員

（２）特別支援学校教育職員免許法認定講習の実施

実施講習：

・特別支援教育の基礎理論に関する科目（１単位分）

・特別支援教育領域に関する科目（８単位分）

・免許状に定められることとなる特別支援教育領域以

外の領域に関する科目（１単位）

開催時期：平成27年8月1日～平成28年1月10日のうち20日間

開催場所：県立福祉人材センター 他

受 講 者：特別支援学校教諭、小・中・高等学校教諭、

常勤講師、非常勤講師（延べ人数515人）

特別支援学校管理 5,292,000 4,421,994 0 870,006

・運営事業

特別支援学校の管理・運営及び充実・整備に向けた取組を行っ

た。

（１）地域支援推進事業

各学校において、幼稚園・保育所・小学校・中学校・高等

学校等に対して教育相談や研修など、地域の特別支援教育の



事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果

(２ 特別支援学 拠点としてセンター的機能の充実を図った。

校管理・運営 ・相談、指導、助言等延べ2964件（H27）

事業) （２）医療的ケア

医療的ケアが必要な幼児児童生徒に対して看護師を配置す

るとともに、医療的ケアの研修等を行い、安全な環境整備に

努めた。

・看護師の配置状況（特別支援学校４校、計15名）

・学校看護師研修会 １回

・特別支援学校における医療的ケア運営協議会開催 ５回

特別支援学校ＩＣ 3,814,000 3,374,560 0 439,440 鳥取県立特別支援学校における教育に

Ｔサポート事業 おいて、タブレット端末等のＩＣＴ機

器の活用により、幼児児童生徒の学び

の質を高め、学力向上や学びに対する

意欲を引き出すためＩＣＴ支援員を民

間委託し、各学校に派遣した。

委託先：ドリームオンライン

訪問回数：２２２回

特別支援学校生徒 4,649,000 4,323,008 0 325,992 平成27年10月１日付けで、県立琴の浦

の職場定着推進プ 高等特別支援学校に２名の定着支援コ

ロジェクト ーディネーターを配置した。

チーム特別支援学 1,080,000 0 0 1,080,000 ○常勤看護師を鳥取養護学校に１月か

校医療的ケア充実 ら配置した。

プロジェクト事業 ○教育支援チーム医療的ケア担当を指

名したが、派遣の依頼実績はなし。

被災児童生徒等特 81,000 0 0 81,000 東日本大震災等により被災し、県内の

別支援教育就学奨 特別支援学校及び特別支援学級へ就学

励事業費 することとなった幼児・児童・生徒の

保護者に対する支援。平成27年度は実

績なし。



（単位：円）

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果

(主)発達障がい児 15,230,000 9,809,916 0 5,420,084

童生徒支援事業

(主)特別支援学校 17,838,000 15,815,731 0 2,022,269

就労促進事業

(主)特別支援学校 20,090,000 18,264,016 0 1,825,984

児童生徒支援事業

(主）学校交流等 1,527,000 268,102 0 1,258,898

による障がい者ス

ポーツ振興事業

(主)特別支援教育 6,911,000 6,688,770 222,230

における授業力向

上事業

目 計 392,581,000 344,802,130 0 47,298,440

（単位：円）

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越 差引残額 事業の計画と実績・成果

額

共生社会をめざす 3,743,000 2,082,427 0 1,660,573 各特別支援学校における児童生徒の実

文化・芸術活動支 態に応じた活動に対して、講師の派遣

援事業 等の支援を行った。また、近畿高等学

校総合文化祭に参加する県内特別支援

学校についても活動支援を行った。

あいサポート・特 8,602,000 7,401,279 0 1,200,721 平成27年10月24日に倉吉体育文化会館

別支援学校合同文 で特別支援学校合同文化祭を開催し、

化祭開催事業 各県内特別支援学校の特色あるステー

ジ発表に加え、高等学校吹奏楽部によ

る演奏、奈良ろう学校による手話パフ

ォーマンスと幅広い内容で実施した。

運営は業者に委託した。

来場者数：1,248名

手話で学ぶ教育環 17,273,000 12,209,371 0 5,063,629 平成26年度に手話学習を実施した小学

境整備事業 校45校に指文字タペストリーを寄贈し

た。また、県内小学校1年生には、手話

ハンドブックを配布した。手話普及支

援員や手話推進員を対象とした研修会

も実施した。

手話普及支援員の派遣状況

学校数：67校（H26：63校）

のべ回数：217回（H26：136回）

目 計 29,618,000 21,693,077 0 7,924,923



（単位：円）

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越 差引残額 事業の計画と実績・成果

額

（障がい者自立支 6,200,000 3,301,467 0 2,898,533 「第１５回全国障害者芸術・文化祭か

援事業費） ごしま大会」に参加する米子養護学校

鳥取県障がい者ア の児童生徒及び教職員の移動手段、宿

ート推進事業 泊等の手配及び支払いに関する業務を

（配当替分） 委託した。また、同大会で披露した神

楽に必要な備品等を購入した。

目 計 6,200,000 3,301,467 0 2,898,533

合 計 428,399,000 369,796,674 0 58,602,326



９ 予備費の充用調べ 該当なし

１０ 繰越関係調べ

（１）継続費逓次繰越調べ 該当なし

（２）繰越明許費調べ 該当なし

（３）事故繰越調べ 該当なし

１１ 収入証紙取扱額調べ

収 入 科 目
件数 単 価 証紙はりつけ額 備 考

目 節 細節 （円） （円）
教育手数料 教育手数料 証明書

発行手数料 6 650 3,900

計（節） 6 650 3,900

本庁執行分計（目） 6 650 3,900
鳥取盲学校、鳥取養護学校、白兎養護学校、

出納機関執行分計（目） 5,690 倉吉養護学校、皆生養護学校、米子養護学校

目 計 9,590

合 計 9,590

１２ 収入事務処理状況調べ
（１）分担金及び負担金 該当なし

（２）使用料 該当なし

（３）手数料 （単位：円）
収 入 科 目

件 数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考
目 節 細 節

教育手数料 教育手数料 証明書発行 鳥取県手数料徴
手 数 料 7 4,550 4,550 0 0 収条例

計（節） 7 4,550 4,550 0 0

本庁執行分計（目） 7 4,550 4,550 0 0
鳥盲、鳥養、白兎、

出納機関執行分計（目） 13 5,690 5,690 0 0 倉養、皆生、米養

目 計 20 10,240 10,240 0 0

合 計 20 10,240 10,240 0 0



（４）財産収入 （単位：円）

収 入 科 目
件 数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考

目 節 細 節

物品売払収入 冊子「手話ハンドブ
物品売払収入 42 54,095 54,095 0 0 ック（入門編）」

冊子「手話ハンドブ
ック（活用編）」

計（節） 42 54,095 54,095 0 0

本庁執行分計（目） 42 54,095 54,095 0 0

出納機関執行分計（目） 0 0 0 0 0

目 計 42 54,095 54,095 0 0

合 計 42 54,095 54,095 0 0

（５）寄付金 該当なし

（６）諸収入
（単位：円）

収 入 科 目
件 数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考

目 節 細 節
鳥取県教育職員免許 免許法認定講習

雑 入 雑 入 519 259,500 259,500 0 0 法認定講習実施要領 受講料

医療的ケアが必要な市
町村立学校在籍児童生

2 947,110 947,110 0 0 徒学習支援事業協力金

本庁執行分計（目） 521 1,206,610 1,206,610 0 0
鳥取盲学校

出納機関執行分計（目） 651,448 651,448 0 0 鳥取聾学校
鳥取養護学校
白兎養護学校
倉吉養護学校
皆生養護学校
米子養護学校
琴の浦高等特別支援学
校

目 計 1,858,058 1,858,058 0 0

合 計 1,858,058 1,858,058 0 0



（７）現金の取扱状況

ア 現金取扱状況 （単位：円）

収 入 科 目 （ 節 ） 収 入 済 額 備 考

教 育 手 数 料
（ 教 育 手 数 料 ） 6 5 0 ( 1 件 ) 証 明 書 発 行 手 数 料

雑 入
(雑 入 ) 2 5 9 , 5 0 0 ( 5 1 9 件 ) 免 許 法 認 定 講 習 受 講 料

合 計 2 6 0 , 1 5 0 ( 5 2 0 件 )

イ つり銭の状況 （平成２８年３月３１日現在）

つり銭の有無 無 つり銭の額（円）

１３ 税外収入未済額調べ 該当なし

１４ 未収金回収促進のための取り組み状況調べ 該当なし

１５ 税外収入不納欠損額調べ 該当なし



１６ 債務負担行為の状況調べ

設定状況 執行（支出）状況
事業名 種別 当該事業の 設定年度 債務負担行為の期間 合 計 備考

議 決 期 間 限度額 契約額等 の執行額 26年度までの 27年度 28年度以降の 計
Ａ 執行額 執行額 執行予定額 Ｂ Ａ＋Ｂ

円 円 円 円 円 円 円 円

鳥取養護学校 委託料 平成24年 平成25年 45,324,000 12,420円／便 0 29,800,410 14,841,900 0 44,642,310 44,642,310
通学バス運行 11月 ～ (消費税8%)
管理業務委託 平成27年

県立特別支援 委託料 平成26年 平成27年 164,056,000 0 0 138,805,431 0 138,805,431 138,805,431
学校通学バス 11月
運行管理業務
委託

皆生養護学校 委託料 平成26年 平成27年 24,456,000 0 0 9,049,320 12,228,000 21,277,320 21,277,320
通学バス運行 11月 ～
管理業務委託 平成28年

皆生養護学校 使用料 平成26年 平成27年 9,420,000 0 0 1,884,000 7,536,000 9,420,000 9,420,000
通学バス賃借 及び賃 11月 ～
料 借料 平成31年

県立特別支援 委託料 平成27年 平成28年 161,317,000 0 0 0 161,317,000 161,317,000 161,317,000
学校通学バス 11月
運行管理業務
委託

鳥取養護学校 委託料 平成27年 平成28年 48,327,000 9,500円／便 0 0 0 48,327,000 48,327,000 48,327,000
通学バス運行 11月 ～ ～
管理業務委託 平成30年 11,050円／便

（消費税8%）

合 計 452,900,000 0 29,800,410 164,580,651 229,408,000 423,789,061 423,789,061



１７ 負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ
（１）負担金

予算科目 予算額 区分 負担金の名称 支 出 先 負担率 支出年月日 支出金額 支出の根拠法令 備 考
（目） 名等(規約、要領

（教育振興費） 等を含む)

新規以外のもの
2,212,280

本庁執行分計 2,212,280
鳥取盲学校、鳥取聾学校、鳥取

出納機関執行分計 280,000 養護学校、皆生養護学校、米子
養護学校、鳥取東高等学校、青
谷高等学校

目 計 2,492,280

合 計 2,492,280

（２）補助金
予算科目 （教育振興費）
① 国 補 分 （単位：円）
補 助 金 等 実施計画承認 着 手 額の確定 支 出 の 状 況
の 名 称 補助対象経費 又は内示年月日 年月日 年 月 日

（補助金等の創設年度） 交 付 先 間接 交 付 申 請 完 了 検 査 備 考
補 助 率 及 び 年 月 日 年月日 年 月 日 概算払、

事 業 の 内 容 補 助 金 額 交 付 決 定 実績報告 審査・実地 精算払の 支出年月日 金 額
年 月 日 年 月 日 調査年月日 別

特別支援教育総合推進事 境港市 5,055,739 H27.6.19 H28.4.28 文書ＩＤ
業補助金（24年度） 15-00108437
市町村における特別支援 外３件 （補助率：2/3） (H27.6.24外)
教育の体制整備の推進 3,349,000 H28.3.9外 精 H29.5.9 3,349,000

H28.3.22外
(H27.10.16) H28.4.1外 H28.4.28
H28.3.22
H28.3.30

他の地方公共団体のみに
交付するもので交付決定
額（変更後）が3,000千
円未満のもの 0
本庁執行分計 3,349,000
出納機関執行分計 0

単 県 分 計 3,349,000
表の補足説明 １５ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。



② 単 県 分 （単位：円）

補 助 金 等 実施計画承認 着 手 額の確定 支 出 の 状 況

の 名 称 補助対象経費 又は内示年月日 年月日 年 月 日

（補助金等の創設年度） 交 付 先 間接 交 付 申 請 完 了 検 査 備 考

補 助 率 及 び 年 月 日 年月日 年 月 日 概算払、

事 業 の 内 容 補 助 金 額 交 付 決 定 実績報告 審査・実地 精算払の 支出年月日 金 額

年 月 日 年 月 日 調査年月日 別

市町村等が行う特別支援 智頭町 16,985,822 H27.4.1 H28.5.6 文書ＩＤ

学校児童生徒通学支援事 15-00022324

業交付金（１６年度） 外７件 (H27.4.1 外) 概 H27.6.2 1,017,800

H28.2.9

市町村やＮＰＯ法人等が (補助率：定額) 概 H27.10.30 985,000

行う特別支援学校の児童 15,406,944 (H27.5.12) H28.3.31外 H27.5.6

生徒に対する通学支援の H28.2.29 精 H28.5.20 13,404,144

事業に助成する。

他の地方公共団体のみに

交付するもので交付決定

額（変更後）が3,000千 0

円未満のもの

本庁執行分計 15,406,944

出納機関執行分計 0

単 県 分 計 15,406,944

表の補足説明 １５ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。



予算科目 （特別支援学校費）
① 国 補 分 該当なし

② 単 県 分 （単位：円）

補 助 金 等 実施計画承認 着 手 額の確定 支 出 の 状 況

の 名 称 補助対象経費 又は内示年月日 年月日 年 月 日

（補助金等の創設年度） 交 付 先 間接 交 付 申 請 完 了 検 査 備 考

補 助 率 及 び 年 月 日 年月日 年 月 日 概算払、

事 業 の 内 容 補 助 金 額 交 付 決 定 実績報告 審査・実地 精算払の 支出年月日 金 額

年 月 日 年 月 日 調査年月日 別

他の地方公共団体のみに

交付するもので交付決定

額（変更後）が3,000千

円未満のもの 61,020

本庁執行分計 61,020

出納機関執行分計 0

単 県 分 計 61,020

表の補足説明 １５ 「交付申請年月日」及び「交付決定年月日」欄の（ ）書きは、変更に係るものの当初の年月日である。

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行するもの）
予算科目 （教育振興費）

① 国 補 分 該当なし

② 単 県 分 該当なし

（３）交 付 金 該当なし



（４）委 託 料 （単位：円）
当 初 契 約 入札等 支 出 の 状 況

予 算 科 目 国補 委託料の名称 委託契 予定価格 (契 約 年 月 日) 契 約 年月日 完 了
単県 約の相 契 約 額 期 間 (契約保証金納付 年 月 日 支出 支 出 備 考

（目） の別 手方 変 更 契 約 （ 最 終 ) 等年月日) 区分 年月日 金 額
(契 約 年 月 日) 契 約 契約形態 履行検査
契 約 額 期 間 年 月 日

(教育振興費) 国補 早期からの教育支援 鳥取市 (H27.5.27) H27.5.27～ ― H28.3.31 文書ＩＤ
体制構築事業 5,000,000 H28.3.31 精 H28.4.12 4,660,389 15-

― ― 随 H28.3.31 00035443
現年
国補 鳥取県版発達障がい 鳥取市外 (H27.5.27) H27.5.27～ ― H28.3.31 文書ＩＤ

の可能性のある児童 6,975,000 H28.3.31 精 H28.5.9 6,566,481 15-
生徒に対する早期支 随 H28.3.31 00020262

現年 援研究
国補 発達障がい理解推進 鳥取市外 (H27.5.27) H27.5.27～ ― H28.3.31 文書ＩＤ

拠点事業 900,000 H28.3.31 精 H28.5.17 738,040 15-
(H28.3.25) 随 H28.3.31 00020271

現年 800,000
単県 鳥取県教育職員免許 流通株式 1,004,400 (H27.6.26) H27.6.26～ H27.6.17 H28.1.10 文書ＩＤ

法認定講習運営業務 会社 950,400 H28.1.10 (H27.6.26) 精 H28.1.28 950,400 15-
制 H28.1.20 00043614

単県 特別支援学校ＩＣＴ ドリーム (H27.6.15) H27.6.15～ ― H28.3.29 文書ＩＤ
サポート事業委託 ・オンラ 3,232,000 H28.3.31 概 H27.7.16 2,585,600 15-

イン 随 H28.3.31 精 H28.5. 6 646,400 00039872
現年

予定価格が50万

円未満のもの 2,078,902

本庁執行分計 18,226,212
特別支援

168,265,908 学校５校
出納機関執行分計 (鳥養、白

兎、倉吉、

皆生、米子)

目 計 186,492,120



（単位：円）
当 初 契 約 入札等 支 出 の 状 況

予 算 科 目 国補 委託料の名称 委託契 予定価格 (契 約 年 月 日) 契 約 年月日 完 了
単県 約の相 契 約 額 期 間 (契約保証金納付 年 月 日 支出 支 出 備 考

（目） の別 手方 変 更 契 約 （ 最 終 ) 等年月日) 区分 年月日 金 額
(契 約 年 月 日) 契 約 契約形態 履行検査
契 約 額 期 間 年 月 日

(特別支援学校 単県 平成２７年度あいサ 株式会社 7,016,000 (H27.8.7) H27.8.7 H27.7.30 H27.11.27 精 H27.12.22 7,377,689 文書ＩＤ
費) ポート・特別支援学 新日本海 6,920,022 ～ 15-

校合同文化祭企画運 新聞社・ H27.12.15 00067244
現年 営業務 日本海テ

レビジョ (H27.10.22) H27.8.7 随 H27.12.14
ン放送株 7,377,689 ～
式会社・ H27.12.15
株式会社
エムアン
ドエムド
ットコー
共同企業
体

予定価格が50万
円未満のもの 0

本庁執行分計 7,377,689

出納機関執行分計 0

目 計 7,377,689
合 計 193,869,809



（４－２）委託料（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） （単位：円）
当 初 契 約 入札等 支 出 の 状 況

予 算 科 目 国補 委託料の名称 委託契約の 予定価格 (契 約 年 月 日) 契 約 年月日 完 了
単県 相手方 契 約 額 期 間 (契約保証金納付 年 月 日 支出 支 出 備 考

（目） の別 変 更 契 約 （ 最 終 ) 等年月日) 区分 年月日 金 額
(契 約 年 月 日) 契 約 契約形態 履行検査
契 約 額 期 間 年 月 日

(障がい者自立支 単県 第１５回全国障害 (株)日本交通 2,143,990 (H27.11.11) H27.11.11 H27.11.4 H27.11.29 文書ＩＤ
援事業費（障がい 者芸術・文化祭か 旅行社米子営 2,109,817 ～ （免除） 15-00148436
福祉課）) 現年 ごしま大会参加手 業所 H27.11.29 精 H28.2.25 2,051,292

配業務委託 H28. 2. 4
制

予定価格が50万

円未満のもの 0

本庁執行分計 0

出納機関執行分計 0

目 計 2,051,292
(特別支援学校費 該当なし
（教育総務課）) 0
予定価格が50万

円未満のもの 0

本庁執行分計 0
鳥取養護学校

出納機関執行分計 3,318,756 白兎養護学校
倉吉養護学校
皆生養護学校
米子養護学校
琴の浦高等特
別支援学校

目 計 3,318,756

合 計 5,370,048

１８ 工事請負費調べ 該当なし

１８－２ 工事請負費調べ（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし



１９ 財産に関する調べ

（１）公有財産 該当なし

（２）金券類の受払状況
ア 金券の受払状況

(平成２８年３月３１日現在）
本 年 度 中

種 別 前年度末 本年度末 備 考
購 入 額 使 用 額

円 円 円 円
郵便切手及び 1,140 12,730 10,394 2,336
郵便はがき

合 計 1,140 12,730 10,394 2,336

イ タクシーチケットの受払状況

（平成２８年３月３１日現在）

前年度末未使用枚数 本 年 度 中 本年度末未使用枚数

購 入 枚 数 使用枚数及び金額

枚 枚 51 枚 枚

30 90 90,050 円 69

（３）基 金 該当なし

（４）債 権 該当なし

２０ 財産の貸付け及び使用許可調べ 該当なし

２１ 借受不動産明細調べ 該当なし

２２ 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ 該当なし

２３ 自動車（二輪を除く）の管理状況調べ 該当なし

２４ 寄付物件の受納状況調べ 該当なし

２５ 備品の処分状況調べ 該当なし

２６ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 該当なし

２７ 貸付金等状況調べ 該当なし

○ 意見、要望等
（１）業務に関する意見、要望等 特になし
（２）監査委員事務局に対する要望等 特になし


